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○司会 

 それでは、定刻となりましたので、会議を開催させていただきます。 

 去る５月１７日に、緊急安全対策に関する国の確認結果などの説明をお伺いしたところで

すが、佐賀県としてはその際、疑問点というものをお示しをいたしたところでした。 

 また、その際、電力需給につきましても、国から説明をお聞きしたい旨を御要望したとこ

ろでございます。 

 また、九州における電力需給についても、説明をお伺いしたいと考えております。 

 本日は、その説明のため、原子力安全・保安院の黒木審議官、それから、資源エネルギー

庁の横尾電力・ガス事業部長並びに九州電力の深堀副社長においでいただいております。 

 会議を早速開催したいと思いますが、まず、その前に知事から発言をひと言お願いいたし

ます。 

○古川知事 

 おはようございます。お忙しい中、再度足を運んでいただきましてありがとうございます。

もう今趣旨は宮崎がしゃべりましたので、どうぞ来ていただいて、早速説明をお願いします。 

○司会 

 それでは、まず、第１点の緊急安全対策で、地震による影響はなかったのかという部分に

ついて、黒木審議官のほうから説明を２０分間でお願いできますでしょうか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 福島第一の事故につきましては大変、引き続き御迷惑かけておるところでございます。再

度お時間いただきましたことを御礼申し上げます。 

 それでは、私のほうから、前回、１７日の日にいただいた御質問、それから、県議会のほ

うからも幾つか御質問をいただいておりますので、それもあわせて。さらに、一昨日、国の

ほうでＩＡＥＡに提出する報告書を取りまとめましたので、それにつきましても関連部分が

ございますので、あわせて御報告させていただければと思っております。 

 それでは、本日、御説明すること３点ございます。佐賀県の御質問については、津波か地

震かという話。それから、浜岡発電所だけなぜなのかということ。それから、福島第一発電

所において、ＭＯＸ燃料の周辺環境への影響でございます。 

 県議会のほうからいただいておりますのは、福岡県西方沖地震について、それから、ＥＰ
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Ｚの見直し、オフサイトセンターはどういうふうにこれから変わっていくのか、水素爆発へ

の対策はどうするのか。 

 それから、関連として、３月３０日、緊急安全対策、津波対策を実施したポジションをあ

わせて説明してほしいということでございました。 

 それでは、御説明に参ります。 

 次のスライドをお願いします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 地震か津波かということでございます。 

 次のスライドお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 私ども前回、少しお話しさせていただいたのは、地震か津波かということについて、科学

的なデータに基づいて、しっかり説明する必要があるということで、データ１だけまだその

評価はしておりませんという状況でございました。その後、プラント記録、事故記録、これ

数千ページに及ぶデータでございますが、その科学データに基づきまして、その地震の影響

がどうだったのか、津波の影響がどうだったのかということを評価した次第でございます。 

 その設備の確認の内容でございますが、「止める」機能、これにつきましては原子炉スク

ラムにより全制御棒が全挿入されたかどうかという確認を示したいと思います。 

 「冷やす」機能でございますが、崩壊熱を除去するために必要な機器について御説明した

いと思います。 

 １号機と２、３号機、設備構成がちょっと異なってございます。 

 １号機については、非常用炉心冷却系、ＥＣＣＳでございますが、この炉心スプレイ系、

高圧注水系について。それから、よく新聞等で出てきます非常用復水器、アイソレーション

コンデンサーと言われる機器、これはどういうふうに動いたのか。格納容器スプレイ系ＣＣ

Ｓ等について御説明したいと思います。 

 それから、２、３号機でございますが、非常用炉心冷却系、これは残留熱除去系ＲＨＲ、

炉心スプレイ系ＣＳと高圧注水系ＨＰＣＩについて御説明いたします。 

 また、重要な機器としての原子炉隔離時冷却系ＲＣＩＣについて、これは正常に起動もし

くは待機状態であったのかどうかについて、御説明いたします。 

 それから、最後「閉じこめる」機能、これは原子炉格納容器の圧力状態を示して御説明し
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たいと思います。 

 最後に、電源供給ということで、非常用ディーゼル発電機による電力供給について説明し

たいと思っております。 

 それでは、次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 元データを踏まえて御説明したいと思います。これは制御棒が全部ちゃんと入ったのかど

うかということで、アラームタイパー、これはそのアラームタイパーで記録を打ち出してい

るものでございます。中央制御室から持ち出したものでございまして、14時46分に、地震に

よりスクラム信号が入ってございます。その後、全制御棒が挿入されたということが、「Ａ

ＬＬ ＣＲ」、コントロールロット、「ＦＵＬＬ ＩＮ」というふうに記載しているところ

でございます。 

 それでは、これが中性子の量、白と考えてようございますが、示すチャートでございます。

100％の出力で来たところでございますが、地震によって一挙にゼロまで下がってございま

す。非常に見にくいところでございますけれども、ゼロまで下がっています。その後、レン

ジの切りかえを行って、小さい目盛りを大きくして打ち出したのがここでございます。こう

いう形で、スクラムで制御バーすべて挿入されたという状況になってございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 次のスライドが「冷やす」機能でございます。「冷やす」機能について、先ほどからお話

ししてございますアイソレーションコンデンサー、非常用復水器の起動操作でございます。

左の図が原子炉の水位を書いているところでございます。緑のほうが見やすいので、その原

子炉の水位、一定の水位を地震まではずっと保っていたところでございますが、地震の発生

とともにスクラムいたしました制御棒がすべて入っていくことによって出力が下がり、それ

で、中の気泡──ボイドと言っていますが、これがつぶれることで水位が一旦ぼんと下がり

ます。その後、アイソレーションコンデンサー、ＩＣが起動をいたしまして、その原子炉水

位が上下しているということがわかるかと思います。 

 このアイソレーションコンデンサー、実は切ったり入れたりすることによって上下してい

るわけでございますけれども、アイソレーションコンデンサーを入れたままだと、非常に早

く温度が下がってくるということから、微妙な調整を行っているということでございます。
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津波が来た以後の記録が途絶えているということでございます。圧力についても同様な形で、

その圧力が落ちた後、アイソレーションコンデンサーによって微妙にコントロールされてい

るというのがこの図でございます。 

 次のスライドをお願いします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 その場合、このアイソレーションコンデンサーで「冷やす」機能はどうであったのかとい

うことでございます。原子炉水位については、一旦ちょっと落ちて、ちょっとノイズが入っ

てございますが、ほぼ一定の値に保たれているということでございます。 

 原子炉の圧力でございますが、これは原子炉がとまった後、原子炉の圧力は、熱の逃げ場

がないものですから、だんだん上がっていくわけでございます。アイソレーションコンデン

サーがぽんと入った時点で冷却がされて、圧力も下がってくると。切った時点でまた圧力が

上がると。こういうことが記録で明らかになっているところでございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 これは圧力抑制室のプール、これは格納容器の下にあるドーナツの部屋が圧力抑制室と呼

んでおりますが、この中に入っているプール水を冷やすためにＣＣＳ、格納容器スプレイ系

というものを起動してございます。これは手動によって、Ａ系とＢ系、２つ動かしているわ

けでございますが、それぞれちゃんと起動して一定の流量が確保されているということで、

その地震の後、適切に起動したということが見てとれます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 これが非常用炉心冷却系で、今まで説明してございませんＣＳ、炉心スプレイ系とＨＰＣ

Ｉ、高圧炉心注水系でございますが、これは津波到達までに原子炉水位が十分に維持されて

いたことから、動作には至っていないということでございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 次に、「閉じこめる」機能でございます。その「閉じこめる」機能、格納容器が、原子炉

がスクラムした後、主蒸気隔離弁が閉鎖されて、格納容器から放射性物質が出ないように閉

じ込める、そういう形になっているところでございます。 
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 この格納容器の弁がちゃんと止まっていたかどうかということでございますが、アラーム

タイパーで主蒸気隔離弁閉の信号が出てございます。こちらが主蒸気隔離弁閉のオンオフの

信号でございますが、地震の後、一定の期間過ぎたところでＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、４つの主蒸気

隔離弁がすべて閉状態になったということが記録から読み取れるところでございまして、正

常に閉になってございます。この際、主蒸気流量、ここにはついてございませんが、異常な

変動がないということを確認してございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 これは「閉じこめる」機能で、原子炉格納容器について、格納容器本体の圧力が赤でござ

います。それから、格納容器本体とサプレッションチェンバの差圧が緑でございます。１で

原子炉がスクラムし、格納容器が隔離、格納容器周りの配管がすべて弁を閉じて隔離した状

態になった後、格納容器の空気冷却空調系が止まっているということで、少しずつ中の発熱

によって格納容器の温度、圧力が上昇してきているということが見て取れるわけでございま

す。 

 あわせまして、サプレッションチェンバについても同じように格納容器との差圧でござい

ますので、同じように差圧がだんだんたってきていると。さらに、そのサプレッションチェ

ンバについては、サプレッションチェンバの冷却を行うためにＣＣＳを起動してございます。

そのため、ちょっと変曲点が出ているということでございます。 

 温度につきましても、隔離が行われた後、ゆっくりと温度が上がってきて飽和していると

いうことが見て取れます。その後、津波で止まって、ちょっとチャートが飛んでいるという

ことでございますが、異常な動きがないということから、格納容器内では異常な配管の破断

等はなかったというふうに私ども考えております。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 これは、その話でございます。配管破断の疑いがあったのではないかということが１号機

について報道されたところでございます。この点については、先ほど見ていただきましたよ

うに、原子炉圧力、これが６～７メガパスカル、６０～７０気圧でございますが、この範囲

で制御されているということ。それから、主蒸気流量の異常な変動は確認されていないこと。

格納容器内の空調停止に伴いまして、先ほど御説明したように、内部温度、圧力は緩やかに
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上昇しているということでございます。 

 ということから、その格納容器等の温度、圧力を見る限りにおいて、異常な圧力上昇がな

いということから、「閉じこめる」機能を損なう事象は発生していないというふうに考えて

います。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 これは非常用ディーゼル発電機でございます。これは自動起動したものでございまして、

上の２つ、Ａ、Ｂが起動しているかどうか、下がその電圧でございます。Ａ系、Ｂ系、また

これもＡ系、Ｂ系でございまして、それぞれ外部電がなくなったところで自動で起動してい

るということが見て取れます。その電圧についてもＡ系、Ｂ系とも一定の電圧が確保された

ということで、しっかり立ち上がったということが確認されてございます。 

 次のスライドをお願いします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 それで、１号機については、１１日の夜に３００ｍＳｖ／ｈほどの放射線が高くなった、

それによって配管が破断したのではないかというような報道があったところでございます。

これにつきましては、ＪＮＥＳ（原子力安全基盤機構）の炉心解析を行っているところでご

ざいますが、これによると、１１日の１７時ぐらい、原子炉がとまった後、全交流電源喪失

が起き、原子炉水位が低下し、１１日の１７時ごろにはもう炉心が露出してきていると。１

１日の２０時ごろには炉心溶融移行が始まってきているということでございます。右の図で

わかりますように、６時間過ぎたところで炉心の水位が、もう炉心の中に水がなくなってい

るという状況でございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 これによって、６時間ぐらいたったところで炉心の溶融が始まってデブリが発生してきて

いるということでございます。この右側がちょうど６時間たったところでございますが、炉

心全体の中で中央の部分、これがもう破損溶融が始まっているということを示しているもの

でございまして、１１日の夜の段階で、原子炉建屋内にはもう高い放射線量が検出されたの

は炉心損傷が起こっていた影響であると考えてございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 
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〔ス ラ イ ド〕 

 次に、３号機について御説明差し上げたいと思います。まず、「止める」機能でございま

すが、アラームタイパーにおきましてトリップ信号が出て、制御棒の全挿入、これは１４時

４７分には入っているところでございます。右のところが出力でございますが、これは中性

子の量をはかってございます。１００％出力から一気にスクラムしてゼロまで落ちてござい

ます。レンジが見えないので、レンジの切りかえで大きく表示するようにした上で、ノイズ

を拾っていますけど、一定の値で少し下がっているという通常のスクラムのパターンになっ

てございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 次は、「冷やす」機能でございます。これは原子炉の水位を示したものでございます。原

子炉の水位、それから、原子炉圧力も示してございますが、原子炉圧力はスクラムした後、

圧力が微妙に変動してございますが、一定の圧力に保たれているわけでございます。原子炉

水位はスクラムした後、ボイドがつぶれることによって一挙にがーんと下がるわけでござい

ますけれども、その後、通常の冷却系が当初の間は動いていますので、すぐに水位が戻って

きて、主蒸気隔離弁閉などによって水位が下がる。その後、水位がところどころ下がっては

上がってございますけれども、これは水位が下がってきたら原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩ

Ｃ）、これを起動させて水を注入して、それで水位が少しずつ上がると。ある一定程度で止

めて水位が規定の高さ以上にならないように制御しているというのが、この図から見て取れ

るところでございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 ＲＣＩＣの起動というのも記録でわかってございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 それから、高圧炉心注水系についても正常に作動したことがわかってございます。 

〔ス ラ イ ド〕 

 高圧炉心注水系につきましては、１２日の１２時３０分から１９時まで６時間にわたって

６気圧ほど落ちているということがございます。これについては、異常な配管破断等が起き
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たのではないかという話が出てございましたけれども、今後さらなる調査が必要でございま

すけれども、基本的にはこのデータ、配管破断であるならば６時間もたって気圧が落ちるこ

とはなく、一挙に落ちるはずでございます。したがいまして、私どもとしては、その配管内

部でのシートリーク、もしくは運転モードの切りかえがあったというふうに考えてございま

す。 

 いずれにせよ、ＨＰＣＩの作動時期においては水位は維持されておりまして、炉心の状態

に大きな変化や今般の事故拡大の影響があったわけではないと考えてございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 そのほか、ＲＨＲ、ＣＳ等の非常用冷却系については、作動に至る状況に至っていなかっ

た、津波到達まで至っていなかったということでございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 「閉じこめる」機能については、原子炉停止の前の主蒸気隔離弁、これは正常に全閉にな

っているということを確認してございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 それから、「閉じこめる」機能の原子炉の圧力でございますが、スクラム後も一定の値に

なっていて、津波によって炉が停止するまで一定の圧力でございますので、「閉じこめる」

機能は低下していないと考えております。 

 これが非常用ディーゼル発電機Ａ系でございます。Ａ系についてしっかり立ち上がったと

いうことが記録で明らかになってございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 以上から、地震発生運転時にプラントは正常に自動停止し、非常用ディーゼル発電機が正

常に起動してございます。冷却機能についても正常に起動している。津波の到達によって、

電源喪失期間が長期にわたって、いろんな深刻な状態に至ったということでございます。と

いうことから、基本的に津波によってこういう事態が引き起こされたと考えておるところで

ございます。 
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 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 次は、浜岡の話でございます。 

○司会 

 済みません、一問一答で、これはまた次分けて御説明をお願いしたいと思います。 

 ＩＡＥＡの話はいいですか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 それでは、ＩＡＥＡのほうお願いいたします。 

 では、ＩＡＥＡの報告書でございますが、スライドが出るまで御説明いたします。 

 一昨日、原子力災害対策本部で決定されたところでございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 何が起こり、どのように進展し、どのように収束し、何を教訓として汲み取るかというこ

とをまとめ、6月20日からのＩＡＥＡの閣僚会議で報告する予定でございます。 

 次のページでございます。 

 目次でございますけれども、今ちょうど話したことをずっとまとめた後、最後に教訓をま

とめて結びがあるということでございます。教訓について簡単に御説明をした後、中身は対

策でお話ししたいと思います。 

 教訓をお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 ４つに教訓は分かれているところであります。 

 まず、シビアアクシデント防止策。シビアアクシデントは重大事故のことでございますけ

れども、このような重大事故が発生する対策でございます。これらの対策、緊急に図るべき

ことについては、もう緊急安全対策で既に実施したところでございますが、特に今回は津波

について過小評価したと。なぜそういうふうな過小評価したのか、地震、津波に対して今後

どう対応するのかということ。それから、アクシデントマネジメント対策の徹底等の対応が

必要とされてございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 
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 ２番目の教訓でございますが、このプラントのシビアアクシデント、重大事故になった後

の対策でございまして、水素爆発防止対策等々の対応がしっかりなされていなかったという

ことが教訓として上げられてございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 ３番目の教訓として、原子力災害への対応の強化ということでございます。これは原子力

防災対策でございます。今回、地震、津波、原子力災害という複合事態、これへの対応につ

いて教訓とすべき事項が非常に多かった等々、連絡調整も含めた教訓があったということで

ございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 ４番目の教訓のグループが、今後の安全確保の基盤ということで、規制行政体制等、その

基盤となる部分、これを立て直す必要がある、教訓とする必要があるということ。 

 最後に、５番目に原子力安全文化の徹底と、こういう教訓を28項目引き出したところでご

ざいます。これを踏まえた対策として考えていることを、次のスライド以降、御説明したい

と思います。 

〔ス ラ イ ド〕 

 まず、シビアアクシデントを防止するために、既に緊急安全対策を講じてきたところでご

ざいます。その上で、シビアアクシデント対策、国・自治体における防災対策等について、

短期、中長期それぞれの包括的な原子力安全強化対策を講じるものとして、今回報告書をま

とめたところでございます。 

〔ス ラ イ ド〕 

 短期対策でございますが、シビアアクシデントを防止するということでございます。その

緊急安全対策、これについては防止するという観点から既に対応がなされているところでご

ざいますが、このシビアアクシデント、重大事故になった以降の対策、これを追加緊急安全

対策として６月７日に指示をし、１４日までに報告するように、すべての電気事業者に指示

したところでございます。 

 １つは、水素爆発防止対策の強化で、建屋の穴あけ手順、ＰＷＲの場合は格納容器の回り

にアニュラス部というのがございますので、アニュラス部の換気という形を要求してござい
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ます。 

 それから、事故対応環境の強化。トランシーバー等の連絡がうまくいかなかったというこ

とで、そういう連絡や可搬式照明装置、中央制御室の放射線遮へい機能、これが維持できる

ように対応してくださいということをお願いしてございます。 

 それから、事故時の放射線被ばく管理体制の強化ということで、今回、個人線量計等が海

水に被水等で使えなかったということが当初ございました。こういう事故時の放射線管理の

体制、個人線量計の確保や管理要員の拡充体制について要請を行ってございます。 

 最後の項目でございますが、緊急時対応資材の管理ということで、がれき処理のための重

機、マスク、防護服の確保、それから事業者間で融通できるようにということで、まずは早

急に対応できることを順次進めてくれということで、短期対策を依頼しているところでござ

います。 

 次のスライドをお願いします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 中長期対策でございます。 

 さらなる安全性の向上を図るという観点でございますけれども、シビアアクシデント防止

対策の強化で、地震、津波、耐震バックチェック、非常に時間かかってございました。これ

をしっかりと早期完了するような対応を図る。それから、電源の確保ということで、蓄電池

の大容量化等さらに電源の強化を図る。冷却機能の確保ということで、タンクの耐震強化な

どの対応、これはもう既に空冷式冷却システムの開発等を考えていただくということでござ

います。 

 シビアアクシデントへの対応策でございますが、水素爆発対策のさらなる強化、これはＰ

ＷＲ、可燃性ガス濃度制御系ということで、格納容器の中にも水素を静かに燃焼して濃度を

抑えるものをつくっていただくということを考えてございます。ベントのフィルター。それ

から、環境対策の強化ということで、緊急対応室の免震などの強化等をお願いしていると。

シビアアクシデント対応の訓練強化、資機材、これは今回ロボット、それから無人の放射能

の測定器、航空機等を使ったりしたわけでございますが、こういう資機材の用意と、それを

運用するレスキュー部隊の整備を中長期対策で考えているところでございます。 

〔ス ラ イ ド〕 

 原子力防災対応の強化でございますが、県対策本部と中央の災害対策本部、それから東電
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と政府などの意志決定、通信機能、それから実際の中の役割分担等、これを徹底する必要が

ある。また、広域の避難に至ったわけでございますので、緊急時のＥＰＺを初めとした広域

避難をどういうふうに考えていくのか。それから、そのときの防護基準の指針、これについ

て基準を、今回既に一応ＩＡＥＡの基準を引用して定めたわけでございますが、これをしっ

かりとチェックをした上で深化する。それから、自然災害と原子力事故の複合事態への対応、

これは中央防災会議でも連携しつつ対応していく必要があるということでございます。 

 ４番目の安全確保の基盤の強化でございますが、安全規制体制、防災体制でございますけ

れども、まず、保安院は経産省から分離して規制体制の確認を図る。それから、各省庁の役

割分担、これをもう一度しっかり確認し見直していくということが必要でございます。それ

から、原子力安全に対する法体系や指針類でございますけれども、設計要求事項をより明確

にするとともに、確率論的な評価、それからバックチェックをきちっと法律上の要求事項に

するということを図っていく予定でございます。安全系の独立性の確保ということで、機器

の分散配備や冷却方式、これは現在水冷でございますが、空冷等のやり方がとれないものか

どうか、それらの規制要求等について検討していくということでございます。専門人材の確

保も図っていくということでございます。 

〔ス ラ イ ド〕 

 最後は、安全文化の徹底ということで、これが基本でございます。常に、みずからの安全

性の確保ということを省みながら対応を図っていくというこの基本を再度確認していくとい

うことが、報告書の教訓、それから対応策として示されたところでございます。 

 以上でございます。 

○司会 

 黒木審議官、ありがとうございました。 

 それでは、この件につきまして、今から15分、質疑あるいは御意見等お願いいたします。 

○古谷くらし環境本部長 

 説明ありがとうございました。 

 この地震で、本当に大丈夫だったのかというふうな話は、私がたしか前回のときに300ミ

リシーベルト、１号炉の話でお話ししたと思います。その後の新聞で見ますと、19日の新聞

だったんですけれども、検出量が10秒間で0.8ミリシーベルト、これは毎時に換算すると290

ミリシーベルト、約300ミリシーベルトと、この話だったかと思うんですけれども、先ほど
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の説明だと、要するにもう炉心の損傷が起きていたというお話でしたけれども、10秒間で測

ってこのくらいということは、建屋の、本当に入り口近くだったんじゃないかと思うんです

けれども、やはりそこでも炉心損傷が起きたということで、そういった高線量というのが検

出される可能性というのはあるんでしょうか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 今の御質問でございます。先ほど見ていただきましたように、６時間過ぎた８時ぐらいに

はもう相当に炉心は破損していたということでございます。そうなると、希ガス、それから

ヨウ素、特に希ガスについては普通の気体でございますので、圧力容器の中にほとんどその

壊れた部分は全数、全量が出てきていると。 

 それから、先ほど見ていただきましたように、その８時の段階で炉心溶融ということで起

きているということでございます。圧力容器の間に下からＢＷＲでございますので、制御棒

が入っているので、制御棒案内管とか計測系のところから燃料等が漏れていた疑い、落下し

ていた疑いが非常に大きいと、可能性が非常に大きいということでございます。そういう状

況であれば、希ガスは当然格納容器内まで出てきておりますし、それが格納容器から、希ガ

スでございますので一定量漏えいしていた可能性も排除できない。いずれにしろ格納容器に

高い線量が格納容器内に拡散しているということから、ちょっとホワイトボードに書かれて

いたということしか記載がなくて、どの位置で計ったかというのはわかりませんけれども、

原子炉建屋内に入れば高い線量になっていたということは十分想定されるところでございま

す。 

○古谷くらし環境本部長 

 それと、さっきの資料からなんですけども、８ページの一番上のグラフなんですけれども、

さっきボイドがつぶれてというのはここの部分だと思うんですけども、その後も極端にマイ

ナス250というところまでストンと落ちている、これは何でしょうか。 

○長山原子力安全・保安院原子力発電検査課原子力安全専門職 

 はい、お答えさせていただきます。 

 ちょうどこのタイミングで、非常用ディーゼル発電機が立ち上がってございます。その関

係でノイズがここに乗ってこういう信号が出たのではないかというふうに推測しております。

いきなりここまで下がってすぐに水位も戻ってございますし、その他の圧力状態にも異常が

ございませんので、これについてはノイズだというふうに推定しております。 
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○古谷くらし環境本部長 

 実際の水位をあらわしたものとはちょっと違うということですか。 

○長山原子力安全・保安院原子力発電検査課原子力安全専門職 

 はい、そのとおりです。 

○古谷くらし環境本部長 

 それから、ちょっと１号炉の12ページだったと思うんですけども、圧力のこれ、こういう

ふうに、これは格納容器との圧力差、それから原子炉の圧力ということでこういうふうに変

化していますけど、３号機のやつがどこかにあったかと思うんですけど、先ほどの説明でも

ほとんど変化がなくということで、25ページか、これが真っ直ぐずっと来て、最後にここで

津波が来て止まったところまで一本道で来ていますけど、さっきのはたしかこういうふうに

右側に振れていましたけれども、これはどういった違いなのでしょうか。 

○長山原子力安全・保安院原子力発電検査課原子力安全専門職 

 お答えさせていただきます。 

 ３号機につきましては、１号機よりも格納容器が少し大きくなってございます。その関係

で、圧力容器からの熱の流入については、立ち上がりにくいということがございますので、

ここにデータは載せてございませんが、格納容器内の３号機についても温度の上昇は確認さ

れております。それについては圧力のほうには緩やかな上昇ですので確認されてはございま

せんが、１号機のほうは格納容器の中が狭いということもあって、温度の上がりが少し高く

てそれが圧力のほうにも反映されて圧力が若干上がっているというふうに考えてございます。 

○古谷くらし環境本部長 

 ３号機のほうは、あんまり変化はなかったということですか。 

○長山原子力安全・保安院原子力発電検査課原子力安全専門職 

 そうですね、格納容器内の温度もわずかな上昇、１号機ほどの上昇ではないんですが、上

昇は確認されてございます。それに対してボリュームがありますので、圧力の上昇はそこま

で、確認されるほどの上昇が出ていないというふうに考えております。 

○古谷くらし環境本部長 

 最後にもう１つですけども、温度が、これもどこか新聞で前出ていたと思うんですけど、

１号炉で停止した後に急上昇した。あるいは圧力がぽんと上がったという話があったんです

けども、これについてはさっきのところですね、右側が温度ですけど、確かに上がっている、
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圧力も上がっているんですけども、これはちょっとどういうふうに、新聞の記事はこれが何

か問題があってぽんと上がったんじゃないかということだったと思うんですけども、その点

はいかがですか。 

○長山原子力安全・保安院原子力発電検査課原子力安全専門職 

 お答えさせていただきます。 

 右側の格納容器の温度なんですが、小さくて恐縮です。入ってくる側と抜けていく側と温

度計があって、最初は冷たい空気が中に入って温かい空気が外に出ていくということで、棒

線が幾つかあって温度差があるんですが、地震によって電源がとまったために、空冷がとま

って、冷却がとまって、全体的に温度が上がっております。その関係で、大体一定温度まで

上がった状態でデータが切れております。もし何かあれば、これはある程度一定にはならず、

もっともっと上がっていくということが推測されます。同じく左側の図でございますが、格

納容器の圧力に関しても、おおよそこれが値が６キロパスカルぐらいから８キロパスカルぐ

らいまでの値なんですが、わずかに上昇していて、最後のほうは大体一定ぐらいの圧力にな

ってデータがとまっているということですので、何か破断とかがあれば、これはこういう一

定の状態にはならず、さらに上昇するというふうに考えられますので、そういうものではな

く、あくまで空調が停止したことによって温度が上がって圧力がわずかに上がったというふ

うに考えてございます。 

○ 田代くらし環境本部企画・経営Ｇ顧問 

 ちょっと関連なんですけども、今３号機については格納容器が大きいということで、温度

の変化が入りにくいと、今回示されたグラフは非常にスケールが大きいので、見にくい部分

もあると思うんですけれども、同様に２号機、これも外部電源がなくなったということで空

調がとまったと思います。やっぱり２号機も同じような温度変化が、そういうものが見られ

るということになるんですかね。 

○長山原子力安全・保安院原子力発電検査課原子力安全専門職 

 お答えします。 

 ２号機につきましても、格納容器内の温度の上がりぐあいは３号機とほぼ同様程度の上が

りぐあいとなっております。 

○田代くらし環境本部企画・経営Ｇ顧問 

 先ほど説明があったとおり、この変化の間に、つまり温度の上がり方と圧力の変化の仕方、
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これが非常によく似ておると。それに従って変化しておるということから、原因は温度なん

だよという御説明ということですね。 

○長山原子力安全・保安院原子力発電検査課原子力安全専門職 

 はい、おっしゃるとおりです。 

○司会 

 ほかに御意見、御質問ございませんか。 

○古谷くらし環境本部長 

 すみません、先ほどの話にちょっと戻りますけど、６時間後ぐらいにもう炉心の損傷が起

きていたという話でしたけれども、たしか東京電力が最初に報告をした、あれ二十何日でし

たっけ、のときにはもうちょっとタイミングが遅かったような話だったと思うんですけれど

も、その違いはどういうことなんでしょうか。 

○長山原子力安全・保安院原子力発電検査課原子力安全専門職 

 お答えさせていただきます。 

 ＪＮＥＳのほう、原子力安全基盤機構のほうでは、より詳細に振る舞いを解析でも見ると

いうことから、中に注水する量であったりとか、その点微妙な調整をしておりまして、あと

もう１点解析コードということで、実際に計算している中の細かい計算式が若干東京電力と

違ってございます。そういう点で東京電力よりも早く炉心の損傷があっただろうということ

が原子力安全基盤機構のほうの解析結果として出ております。 

○古谷くらし環境本部長 

 だから、その注水の量が少なかったという前提で出されているということですか。 

○長山原子力安全・保安院原子力発電検査課原子力安全専門職 

 解析の中の異なる点というのは、やはり一つは解析しているそもそもコードと言われる計

算式の中のものがあるんですが、その点が異なっているという点が大きくまずは１点違って

おります。なので、東京電力と同じ条件で、原子力安全基盤機構が解析した場合も、わずか

に東京電力の解析結果よりも炉心の損傷時間が１時間程度早くなってございます。こちらの

ほうにしまして言えば、さらにその他、もう少し詳細に圧力容器の中の状態について考えた

上で、注水量はこれぐらいではなかったかといった点についても考慮した上で、何十時間先

まで解析した結果というふうになってございます。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 
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 先ほどのコードの違いということが一番大きいと思いますけれども、評価の仕方が、格納

容器から漏洩量を変えて小さくしていますので、それで熱がたまりやすいような評価も起き

ているのかもしれません。ちょっとコードが違うということと、微妙な条件を変えています

ので、どこが一番きいているかというのはなかなか難しいところでございますけれども、以

上の条件で、溶融の進行が事業者解析よりも早くなっているという御指摘のような結果にな

ってございます。 

○古谷くらし環境本部長 

 たしか私も前回指摘をさせていただいたときに、恐らく高い線量が出るということは、通

常の燃料が正常な状態であれば絶対そういうことにはならないはずだということを申し上げ

ていたので、恐らくやっぱり損傷が起きていたという今回の解析というのが原因としては一

番考えられる原因だというふうにお考えだということですかね。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 事業者の評価というのは、私どもの評価でも同様に夜の時点ですね、たしかホワイトボー

ドに９時ぐらい、9時51分というふうになっていたと思いますけれども、その時点ではかな

りの炉心部分が溶融、破損して、部分的に溶融しているという状況になっておりますので、

そういう評価結果と、測定されたということであれば非常に自然な──自然なというか、符

合することであろうと考えております。 

○司会 

 時間も押してまいりました。最後の質問でお願いしたいんですが。では、伊藤くらし環境

本部副本部長お願いします。 

○伊藤くらし環境本部副本部長 

 今日の新聞じゃなかったんですけれども、新聞報道によりますと、高経年化のほうが非常

に危ないんじゃないかといった報道もされておるところです。福島のほうは非常に古い炉だ

というふうに聞いていたんですけれども、一部の方は古い炉の場合は、例えば、熱くなった

ガラスに水を入れるような形で割れてしまうとか、そういった御意見を伺ったことがあるん

ですけど、高経年化炉の問題についてはどういうふうにお考えか、ちょっとお伺いしたいん

ですけど。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 高経年化の問題については、今までの福島第一原子力発電所の状況の中では、これだけ高
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経年化が原因で機器が破損したというものは見られていないということでございます。ただ

し、今回、教訓として、先ほどちょっと説明した報告書には、明示はされてございませんで

したけれども、その設計の関係で、古い設計と新しい設計、これについての違いがあるであ

ろうから、信頼性向上の観点から、そういう古い設計のものについては新しい知見を踏まえ

てレビューをし、必要に応じて信頼性向上対策を図りますという趣旨の対応策をのっけてい

るところでございます。これらについては、私ども定期安全点検等で実際にこういう対応を

図っていきたいということで教訓にしていこうと考えております。 

○伊藤くらし環境本部副本部長 

 ＩＡＥＡに対する政府の報告書なんですけれども、その中でいろいろこういうことを今か

らしなさいというふうな指示をされた、あるいはされるということなんですけれども、緊急

安全対策と関係がどういうふうにお考えなのかちょっとお伺いしたいんですね。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 今回の報告書のフルペーパーですね、保安院のホームページ、これは官邸のほうから引く

ような形で全部出ております。この中で、その対応策ということが本文に若干書いてござい

ますけれども、最後の、付録の一番最後のところにございまして、そこに記載がございます

けれども、そういう中でも書いてございますが、緊急安全対策、これはまさにこういうよう

な重大事故を起こさないための対策であると。今回、また追加でお願いした重大事故が起き

た後、シビアアクシデントが起きた後の、例えば水素が発生したようなときの対策でござい

ます。緊急安全対策は、まさにこういう事故を起こさないということで、まずは既に運転中

のもの、停止中のものがある状況下において、一応の安全性を確保するために実施していた

だいたものという位置づけでございます。で、その信頼性をさらに高めるということで、緊

急安全対策の中の、２，３年かけて防潮堤、それから、さらなる冷却のための電源の向上等

をお願いしておりますし、あわせまして今回新たに出していただいたもの、これも数年かか

るわけでございますが、いろんな安全規制、バックチェックの公正化等々、一層の安全性や

信頼性を高める、迅速にやる、恒久的に法制化する、そういう位置づけになっておるところ

でございます。 

○司会 

 ありがとうございました。 

 時間ですので、次の点に移りたいと思います。 



- 19 - 

 浜岡原子力発電所の停止要請につきまして、これは緊急安全対策で安全が確保されたけど、

念のため止められたのか、それとも、安全対策では安全策が確保されないと判断されて停止

をされたのか、この点につきまして、説明を５分でお願いいたします。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 浜岡につきましては、ちょっと整理をして本日まいりました。一番上の点でございます、

従来どおりでございます浜岡発電所の停止要請、これはプレート境界においてマグニチュー

ド８程度の地震に見舞われる可能性が他と比較して際立って高く、これによって大規模な津

波襲来の切迫性が高いということから、一層の安心のため行ったものでございます。 

 これは福島第一の事故、プレート境界における大規模な地震に伴った津波により深刻な事

態に至ったわけでございます。 

 それでは、プレート境界とプレート境界以外の地震でございますけれども、その内陸型地

震と比べるとプレート境界型地震のほうが地震や津波の規模は大きいということは一般的に

知られているところでございます。 

 したがって、私ども、玄海原子力発電所周辺海域にはプレート境界は存在しておらず、大

きな津波が襲来する切迫性はないというふうに考えているところでございます。 

 次のスライドで東海地震、もう既に御存じの方も多いかと思いますが、これはプレート境

界型の地震というのは一定の周期で起きるということでございます。活断層や断層によって

発生する地震、これは数万年の周期になるわけでございますが、プレート境界は短い期間で

の周期で起きるということで、過去４回起きてございます。この４回の東海、今まで起きた

東海地震の間隔でございますが、これは括弧書きで書いてございます。今まで大体100年か

ら150年、147年でございますから、150年程度の間に起きているということでございますけ

れども、前回起きた安政東海地震からも157年過ぎているということから、地震学者の間で

は、もう非常に切迫性が高まってきているという状況下にあるということを踏まえての対応

ということでございまして、補足の説明は以上でございます。 

○司会 

 ありがとうございます。それでは、この件について意見、あるいは御質疑を５分程度お願

いいたしたいと思います。 
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○伊藤くらし環境本部副本部長 

 先ほどの御説明では、切迫性がないとか、あるいはプレート境界がないというふうにおっ

しゃっておるわけなんですけど、現実に数年前に福岡西方沖地震を我々は経験しているわけ

で、非常に心配だなという声もあります。今回、地震調査委員会のデータがこの背景にある

と思うんですけれども、それを用いることについて、有識者とかあるいは専門家からの意見

を求められたのかどうか、ちょっと確認したいんですけど。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 地震調査研究本部のデータ、これは公表のデータで、もう既に明らかになっているもので

ございますので、使い方について、専門家の意見を直接は聞いてございません。私どもいろ

んな地震対応をする際には、関係の大学等の専門家の先生方に適宜相談して、その耐震関係

の安全規制を行う際の対応のやり方でございますけれども、今回のこういう形の使い方につ

いては相談しておりません。 

○伊藤くらし環境本部副本部長 

 若干感想的な感じになってしまうんですけど、前回の説明からなかなか大きく変わってな

いなというふうな感じで、ちょっとなかなか我々としては十分納得できる内容ではないと言

わざるを得ないんですけど、保安院として、これ以上の説明はないということで理解してよ

ろしいでしょうか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 私ども、切迫性と一層の安心の観点からということが大臣談話でも明記しておりますので、

基本的にはその考え方に基づいての対応でございますので、データ等につきましては、基本

的には、他のものあるかもしれませんけど、基本ラインは変わらないというふうに御理解し

ていただければと思います。 

○古川知事 

 確認のための幾つかの質問なんですが、プレート境界というものが新しく発見されるとい

うことはあるんでしょうか。 

 断層というのは、だんだん新しく発見されたりしてきていますよね。断層はそうかなと思

うんですけど、プレート境界で発生するプレート間地震は一般的に大きいと。だとすると、

プレート境界というものが新しく発見される可能性というのがあるのか、それについてどう

お考えなのか。 
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○黒木原子力安全・保安院審議官 

 今の御指摘のように、地震のもととなる活断層、これは調査をすれば、いろいろと新たに

発見されるということでございます。知事の御指摘は、まさにプレート境界がそういう形で

新たに見つかるようなことがあれば、また考えないといけないということだと思いますけれ

ども、私の理解では、プレートテクトニクス理論で、最近、本当に海底も含めてＧＰＳの技

術を使って、どの程度毎年地殻が移動しているのかというのを地球規模で測っているという

ことでございまして、その地球規模でのプレートの移動を測ることで、プレート境界がどの

辺にあるのかということを確定してきたというふうに承知しておりますので、現在の知見で

は、かなりそこが計測されてきているということから、新たなプレート境界というものが見

つかるということはないと思っています。ただ、プレート境界と、前回の資料で御説明させ

ていただいていた境界は、実はちょっと幅を持っている部分もございまして、明確な境界と

して決まってない部分もあるということは御承知おき願いたいと思いますけれども、新たに

全く見つかるということはないというふうに私は承知してございます。 

○古川知事 

 それと、もう１つ、最後ですけど、プレート境界でないところで発生する地震、つまり一

般的にはプレート境界で発生するプレート間地震は規模が大きいと言われているわけですね。

そうではない地震の中で、これまで記録されているもので最も大きいもの、我が国で、ある

いは近くで発生したものでも大きいものというのはどういうものがあるでしょうか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 これは正確じゃないかもしれませんので、また後日訂正させていただくかもしれませんが、

私の知見では、歴史地震では濃尾地震というのがございます。これはマグニチュード８、こ

れも今まで濃尾地震、マグニチュードは若干、時代とともに修正されておりますが、たしか

8.0とか8.1程度の歴史地震があったかと思います。それとは別に、断層から踏まえてこのく

らいの地震が起きるだろうという評価もあわせて耐震設計上行っておりまして、それだと、

ちょっと私も今、データを持っていませんけれども、マグニチュード８以上のものがあった

だろうというふうに推定してございます。大変済みません、今ちょっとデータを持っており

ません。 

○古川知事 

 わかりました。またじゃ、教えてください。 
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○司会 

 それでは、この件につきましては時間なので、次に移りたいと思います。 

 次に、ＭＯＸ燃料の使用における環境への影響はなかったのかということにつきまして、

説明を５分程度でお願いいたします。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 それでは、次、スライドで御説明したいと思います。 

〔ス ラ イ ド〕 

 最初に、実際に測定した結果、発電所の敷地内と敷地外に分けて御説明したいと思います。 

 最初に、発電所の敷地内でございます。敷地内は、東京電力が数十試料を採取して分析し

てございます。その数十試料の検査した部分の例ということで一部下に書いてございますけ

れども、3月28日と6月4日の分析結果の例を示してございます。結論のところは、多分資料

も同じなんですけれども、検出された一部のプルトニウムについては、過去の大気圏実験に

由来するものではなくて、今回の事象に由来して放出された可能性があるとしてございます。

これはプルトニウムの核種の割合からそういうふうに推定しているというふうに聞いてござ

います。ただし、検出されたプルトニウムの濃度については、過去の核実験、これはフォー

ルアウトと呼んでいますけれども、核実験による影響と同様のレベルであって、人体に問題

となるものではないということでございます。 

 例示が下に書いてございますけれども、例えば、左について、５点の試料でございます。

一番右がプルトニウム、239、240について１点の数字が…… 

○古川知事 

 ちょっとポインターを使いながら、指していただくとありがたいんですが。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 238、239、240でございますが、238が出ているところ、それから239、240が出ているとこ

ろでございます。この比較が、これは国内の土壌、日本の土壌で、文部科学省が今まで、昭

和53年から調べてきた、この数字から比べると、過去の核実験のプルトニウムの日本国内の

測定値以下であるということがわかろうかと思います。したがって、大きな影響はないけれ

ども、今回の原子力発電所による影響が敷地内では認められたということでございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 
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 次は敷地の外でございまして、文部科学省が測ってございますが、これはプルトニウムの

分析、相当時間がかかるので、有効な測定をするという観点から、走行サーベイを行った空

間線量が高いところから試料をとってきたということで、20から30キロ圏内で７試料、２か

ら７キロ圏内で４試料を採取して分析しているということでございます。 

 まず、20から30キロ圏内の７試料でございますけれども、ウランも検出されているけど自

然の存在値以下であったということで、それでプルトニウムの239、240等が検出されたもの

もございました。ただし、そのレベルは今回の事故前のレベルの範囲内であって、今回の採

取地点の土壌に事故によるプルトニウムの飛散はなかったものと考えるというのが文部科学

省の評価でございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 ２から７キロ圏ということで、より近いところ、４点のデータでございます。 

 プルトニウム239、240検出されているものの、プルトニウム238はこの地点から採取後の

土壌に今回の事故にプルトニウムの飛散はなく、過去の大気圏内核実験によるプルトニウム

を検出したものであるということが、今回のプルトニウムの測定から文部化学省のほうでは

評価をしているところでございます。 

 以上を踏まえまして、私ども保安院としては、プルトニウムについては、これは実は普通

の原子力発電所、福島第一では３号機がＭＯＸ燃料を若干使っておりますが、それ以外は普

通のウラン燃料の炉心でございます。ただ、この普通のウラン燃料について核反応の過程で

プルトニウムが相当生成されるということから、３号機のＭＯＸ燃料のみの影響ということ

を特定することは難しいわけでございます。しかしながら、文部科学省や東京電力の測定結

果から、今回、ＭＯＸ燃料の使用、もしくはプルトニウムによるというふうに言ってもいい

と思いますが、周辺環境への影響はないというふうに私どもとしては評価しているというこ

とでございます。 

 以上でございます。 

○司会 

 ありがとうございます。この分におきまして、質疑、あるいは御意見をお願いしたいと思

います。原子力安全対策課どうぞ。 

○今村原子力安全対策課長 
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 ちょっと何点かお尋ねさせていただきたいと思います。 

 まず、基本的なところで申しわけございませんけれども、資料の中で、32ページでござい

ます。 

 この中で、今回の事象に由来して放出された可能性があるということでございますけれど

も、具体的には、この例の中でどれということになるんでしょうか。 

○長山原子力安全・保安院原子力発電検査課原子力安全専門職 

 お答えします。 

 下の表にある左側の3月28日の分析結果、こちら側の分析結果ですが、事故に由来した可

能性があると言われているものは、この一番上の①グラウンド付近と言われるものと、一番

下の⑤固体廃棄物貯蔵庫前といわれるこの２点について、3月28日分については可能性があ

ると。 

 その右側の表になりますが、6月4日の分析結果につきましては、おのおのそれぞれ３点ず

つあるんですが、いずれも①と③、グランドというところと、産廃処分場近傍と言われるこ

の２点について可能性があるというふうに評価されてございます。 

○今村原子力安全対策課長 

 ４カ所ということですかね。 

○長山原子力安全・保安院原子力発電検査課原子力安全専門職 

 失礼しました。場所ですが、済みません、地図はここに載せていないんですが、この左側

の3月28日のグランド付近と言われる場所と、この右側の6月4日のグラウンドと言われる場

所は同一の場所になってございます。 

 固体貯蔵庫前と書いているこの左の表の⑤と、こちらの表の③とはまた別の場所でござい

ますので、地点数としては全部で３地点ということになります。 

○今村原子力安全対策課長 

 それで、事故由来かどうかということを判断するに当たっては、このプルトニウム238と

プルトニウム239、240の比率で大体わかるということだったかと思うんですけれども、これ

どちらかが多ければ、環境に与える影響度合いが高いということになるんでしょうか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 御指摘の点でございます。プルトニウム238とプルトニウム239、240の比で、大気圏の影

響かどうかということを、この比が0.026を超えているかどうかで判断しているというふう
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に承知してございます。ただ、人体への影響ということからすると、これは２つ考える必要

があるかと思います。プルトニウムの化学的毒性と、アルファ核種であるプルトニウムの放

射性物質としての影響であるかと思います。その化学的な毒性については、これは核種が変

わっても、化学的毒性は変わりませんので、これは核種が変わっても大きな変化はないとい

うふうに考えてございます。 

 放射線上の影響については、アルファ核種ということでございますので、その核種が違っ

ても、この程度の非常に微量な量であれば、人体に与える影響という観点から差を設ける必

要はないというふうに私ども理解してございます。 

○今村原子力安全対策課長 

 それで、もう１つ、34ページの一番下のこれ結論のところなんですけれども、ちょっと今

のような話があってということなのか、ちょっと済みませんが私がよく理解できなかったも

ので、お尋ねしたいんですけれども、結論のところで、２行目の終わりのところから、ポイ

ンタでここからなんですけれども、「３号機のＭＯＸ燃料のみの影響を特定することはでき

ないが、文部科学省及び東京電力の測定結果から、ＭＯＸ燃料使用による周辺環境への影響

はない」と。ここのところが、特定することができないなら影響はないというふうに見える

ところなんですけれども、そこのところちょっと考え方がいま一つよくわからないんですけ

れども、少しわかりやすく教えていただけますか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 まず、ここに書いている趣旨は、通常のウラン燃料でもプルトニウムが生成いたしますし、

このプルトニウムも、いろんな核種のプルトニウムが出てくるということで、したがってウ

ラン燃料炉心から来るものか、ＭＯＸ燃料炉心のものなのか特定できないということを書い

たものでございます。 

 それから、周辺環境というのは、これは主には人体ということで私ども考えているわけで

ございますけれども、御指摘のように言葉足らずのところはあったと思いますけれども、先

ほどちょっと御説明させていただいたように、核種が違っていても、非常に放射線のレベル

が低いということでございますので、従来の私どもの評価や文部科学省のほうで全国的な評

価をしている上でこれが問題になるということはないということ、このレベルであれば問題

になることはないということでございますので、絶対量との関係でこういう評価をさせてい

ただいております。 
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○今村原子力安全対策課長 

 それで、同じ34ページの資料の中で書いてあるんですけれども、いわゆる敷地外、発電所

の敷地外からは、事故由来のプルトニウムは検出されていないということが結論かなと思う

んですけれども、先日、これは6月5日の報道ですけれども、1.7キロ、原発正門から西に1.7

キロ、ここのところで北海道大学さんでしょうか、調査をされたところ、プルトニウムが検

出されたと。どうも、これは事故由来ではないかというような報道がなされているんですけ

れども、これについてはいかがお考えでしょうか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 私どもが入手しているものは、文科省が、今、政府の中で一元的にモニタリングデータを

収集し、それを安全委員会で評価しているという形になっておりますので、そのデータでご

ざいます。御指摘の、大学での活動の一環ではないかと思うんですけれども、そのデータ自

身は、私どもは入手しておりません。したがって、どういうデータということのコメントは

できませんけれども、敷地の中では、原子炉由来のものが見出された可能性があるというこ

とでございますので、その遠いところはないんだろうと思うんですけれども、敷地の近くで

あれば、原子炉由来というものが測定された可能性があるような状況というのは十分に想定

できるんだろうと思います。ただし、ちょっとそのデータ自身、私ども承知はしておりませ

ん。 

○今村原子力安全対策課長 

 一方で、これまた報道なんですけど、私が持っているのは6月6日の報道なんですが、文科

省のほうで土壌汚染地図作成を行うということで、この作成の調査のために、原発から半径

80キロの地域で土壌汚染の広がりを調査するというような発表がなされているんですけれど

も、これは原発事故の影響も含めて調査されるというような意味合いもあるんでしょうか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 文部科学省のほうで土壌汚染マップをつくるということを公表してございまして、この目

的は、当然今いろいろ活動されている方、新たに放射線のレベルを比較して、いろんな活動

に支障がないのか、さらなる対応策が必要か等の観点から図られているものと承知してござ

いますし、将来的には、このデータが今後の今避難区域の設定等を行ってございますけど、

そこの解除や、それから、土壌改良等を行う基礎資料になっていくものというふうに承知し

ております。 
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○今村原子力安全対策課長 

 最後ですけども、以前プルトニウムサーマルを開始するときにＭＯＸとウランの事故時の

危険性といいますか、これについても変わりがないんだということをおっしゃられていたか

と思うんですけど、その点については今でも変わらないということで御認識をお持ちかどう

か、お尋ねいたします。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 17日じゃなくて、その前、以前でございますか。以前というのは、ＭＯＸ燃料を導入する

際に御説明を差し上げた……。 

○今村原子力安全対策課長 

 導入する際に、そういうことです。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 そのときの説明は、たしかＭＯＸ燃料、ウラン燃料、炉心の与える影響を中心に御説明さ

せていただいたと思っております。そういう形のように、炉心に与える影響ということは変

わりないと思いますし、今回の結果について見てみれば、人体との関係でウランやプルトニ

ウムが分析されておりますけれども、人体影響を与えるものではないということであります

ので、その点は変わらないということでございます。 

○牟田副知事 

 ちょっと確認なんですが、32ページのデータの見方なんですが、32ページのデータで、こ

れは同じ地点で２カ月近く日数を経て計測されて、量が極端に減っていますよね。同じ土壌

中のプルトニウムは時間によってそんなに急激に低下しないという私は理解をしていたんで

すけれども、ここの見方はどういうふうに見たらいいんでしょうか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 お答えいたします。 

 詳細な地図まで見ておりませんが、非常に近い地点なんじゃないかと思います。プルトニ

ウムについては非常に半減期が長うございますので、物理的に減るということは、そのまま

ではないというふうに私ども理解しておりまして、やはり雨や砂ぼこり等、そういう、具体

的には気象条件で洗い流されたりとか、そういうことが影響しているのではないかなという

ふうに考えております。これは後で長期的なデータを取っていれば、減り方とか何らかの傾

向がわかってくると思っております。 
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○司会 

 ありがとうございました。 

 35ページ以降に佐賀県議会原子力安全対策等特別委員会での質問の説明があっていますの

で、この点について、まず１点、平成17年に発生した福岡県西方沖地震がどのように耐震バ

ックチェックに反映されたのか。それから、ＥＰＺの見直しで防災対策の範囲が広がった場

合、オフサイトセンターは移転するのか。それから、水素爆発への対策はどうするのか。そ

れから、3月30日に緊急安全対策を津波対策として実施した理由というものについて県議会

で質問があっていますので、この点について簡単に５分程度でまとめて説明をお願いします。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 それでは、次のスライドをお願いします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 福岡県西方沖地震でございますけれども、バックチェックでは、考慮すべき地震として対

象に入れているところでございます。これがマグニチュード7.0で、約40キロメートルの位

置にあるということでございます。 

 右側は、耐震設計で考慮すべき地震、これをリストアップしたものでございます。これか

らわかりますように、一番効いてくるものを下に書いてございますが、竹木場断層や城山南

断層というものが一番大きく効いてくる。これは距離が近くてマグニチュードが大きいもの

が効いてくるということで、福岡県西方沖地震はマグニチュードと発電所敷地との距離の関

係で、結果的には離れております。したがって、最終的に、こういうスペクトルにしたとき

には、ここに載っております２つの地震が効いてくるということで、この２つの地震をもと

に基準地震動が策定されているということでございます。要するに、検討の対象にしたけれ

ども、最終的には効いてこなかったということでございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 ２番目が、オフサイトセンターの移転をどうするかということでございます。 

 次のスライドでございます。 

〔ス ラ イ ド〕 

 これは、今回の一昨日のＩＡＥＡの政府の報告書でも指摘を受けて我々対応していく必要

があると考えております。これにつきましては、必要な対策を講じていくということである
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わけでございますが、現在私ども考えておりますのは、まずは今あるオフサイトセンター、

これはこれで、現在使っているわけでございますし、すべての防災対策が今回のように30キ

ロ圏以上に外に出ないといけないということになるということでもないと思いますので、で

きるだけバックアップオフサイトセンター、これを整備していくべきではないか。 

 それから、既存のオフサイトセンターについて、高性能のフィルターと放射線の抑制対策

をしっかりしていくという方向で今検討を進めているという状況でございます。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 県議会の方から水素爆発の対応はどうかということで御指摘がございました。 

 次のスライドをお願いいたします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 それで、シビアアクシデント対策についてのうちの５項目の中に、水素爆発対策というも

のを入れてございます。 

 この次の指示で、この５項目については、7日に電気事業者に指示をいたしまして、14日

までにこの５項目を報告するようにということで言っております。 

 この対応の内容でございますが、炉心損傷等に生じる水素が原子炉建屋などに多量に滞留

することを防止するための措置を講じることというふうになっております。 

 ＰＷＲの場合は、ＢＷＲのような原子炉建屋という概念がちょっと相当するのが、原子炉

格納容器の外側はアニュラス部でございますので、このアニュラス部においても、全交流電

源がなくなった場合でも換気空調ができるように、そういう対応策を示してくださいという

ことでＰＷＲについてはお願いしているという状況でございます。 

 以上でございます。 

○司会 

 ありがとうございました。それでは、次の……。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 43ページについて御説明させていただければと思います。 

 3月30日に緊急安全対策を実施した理由ということでございます。 

 まずは、実際福島第一事故が起きていた最中においても運転中及び停止中の原子炉、これ

が福島第一で原子力災害があったということなので、同様な原子力災害が発生しないよう緊
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急にチェックする必要があったということでございます。チェックする項目については、津

波により原子力災害が発生しないための対応を求め、この実施状況を確認するということに

したわけでございます。 

 これは、その3月30日時点におきましても、科学的なデータのチェックは今回実施したわ

けでございますが、その時点においてもまず津波であろうということが各種の情報からわか

っていましたので、津波に対する対応策をとったわけでございます。 

 ただ、まだ情報がよくわからない時点でどういう観点でチェックを行ったのかということ

の方法論でございますが、私ども不明な点についてはすべて安全側となるような前提を置く

ということにいたしました。すなわち他の発電所でも福島第一原子力発電所と同程度の津波

が襲来することを前提とした考え方で安全確認を行ったということでございます。具体的に

は周辺海域に今回の津波の発生源であるプレート境界があるなしにかかわらず、津波の高さ

をプラス9.5メートル、想定値に比べて、何もなしにもう10メートル近くかさ上げして対応

してくださいということをまずお願いした。 

 それから、３つの機能、これは全交流電源喪失、海水冷却機能喪失、プールの冷却機能喪

失、これも喪失するかどうかにかかわりなく、もう喪失をするんだという前提で対応をお願

いしたということで、わからないことはすべて安全側の保守的な前提で対応してくださいと、

そういう形で緊急安全対策を実施してきたという位置づけでございます。 

○司会 

 ありがとうございます。時間も押しておりますが、この件についてどうしても質問がある

という方は。 

○伊藤くらし環境本部副本部長 

 済みません、先ほど全体のお話を伺ったんですけど、例えば、政府の報告書をＩＡＥＡに

出すということだったんですけども、ＩＡＥＡのほうから緊急安全対策ですとか、ほかの原

発についての、例えば安全性に関しての意見をいただくなり、何かそういったことは考えら

れないのでしょうか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 もちろんＩＡＥＡ閣僚理事会、6月20日からございまして、その中で私ども緊急安全対策

なども含めて御説明をその場で行おうというふうに考えております。その際、いろんな意見

などをいただきましたら、国内でもきちっと紹介いたしますし、佐賀県のほうにも情報提供
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するということは必要だと思っております。 

 ただ、しかしながら、ＩＡＥＡの会合の目的自身は、福島第一の今回起きた原子力災害、

これを国際的にその情報を分かち合って、今後の原子力安全に資していこうということが中

心の課題でございますので、通常はなかなか各国の規制対応がいいかどうかということまで

は、中心の評価議題にはならないことが普通でございますので、どれだけどういうふうに評

価していただけるか、これは限界があるというかわからないところでございますが、いずれ

にしろ私どもきちっと報告をして、できるだけ御意見をいただいて、それについては県のほ

うにも情報を提供するような対応をさせていただければと考えております。 

○司会 

 ありがとうございました。 

○古谷くらし環境本部長 

 そういうことであれば、逆に何か日本政府の今回の対応について、問題があればそういっ

た指摘も受けるということになるのでしょうか。 

○黒木原子力安全・保安院審議官 

 当然我々この報告書についてすべて御説明いたしますし、閣僚会議とは別に小委員会みた

いなところでも議論されますので、何か問題があれば、それはちょっとおかしいんじゃない

かというふうに御指摘も専門家からあるのではなかろうかと思います。 

○司会 

 どうもありがとうございました。 

 続きまして、電力需給の見通し等につきまして、資源エネルギー庁のほうからの説明をお

願いしたいと思います。 

 浜岡原子力発電所停止後、電力需給の見通しはどうなるのか。あるいはエネルギー政策に

ついてはどうなるのか。この点につきまして、資源エネルギー庁の電力・ガス事業部長の横

尾氏から説明をお願いします。５分で説明をお願いいたします。 

○横尾資源エネルギー庁電力・ガス事業部長 

 電力・ガス事業部長の横尾でございます。よろしくお願いいたします。 

それでは、今日パワーポイントを用意いたしましたので、それに従いまして、電力需給

とエネルギー政策についてお話し申し上げたいと思います。 

〔ス ラ イ ド〕 
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 まず、この夏の電力需給でございますが、御案内のとおり、東京・東北電力管内、これは

震災ですぐに供給力がダウンをいたしましたので、その中でやむを得ない緊急措置として計

画停電というのをやむを得ずやりました。大変な大混乱を招き、東京電力管内でも46万件の

苦情相談があって、私どもでも窓口を開けましたけれども、3月中だけでも2,000件の苦情相

談があるという大混乱の中で、やはり緊急的に供給力の積み増し、これは長期で眠っている

火力を立ち上げる等をやりながら、最終的には15％の目標で需要抑制に取り組もうというこ

とになってございます。 

 それから中部につきましては、同様に浜岡の停止に伴う対応というのをやっております。 

 さて、この西日本でございます。今仮に定検等で停止している原子力が再起動できない場

合ということで、約880万キロワット、10％強、11％の予定供給力がなくなるという構図に

なります。 

 そうしますと、実はこれ西の問題に限りませんで、もともとこの東の供給力には西からの

融通を織り込んでおりますので、この融通ができなくなるということで、この東へも影響い

たします。 

 それから、この西地域全体でこうなりますが、実はこの今0.4と予備率書いてありますが、

実はきのう中国電力さんの発表で若干夏の供給量がダウンをするということですので、西５

社のバランスはこの瞬間はマイナス0.0になるということになります。大変厳しい状況でご

ざいまして、こういう中で、とりわけ緊急的な追加供給の余地が少ない関西電力さん、それ

からこの九州電力さんの需給の状況というのは大変逼迫するというふうに考えてございます。 

 私ども、この数字を最大電力需要をどう見るかでありますが、Ｈ１というピークの１点ピ

ークの値をとっております。普通多くの場合にはＨ３というピーク３日平均を取るんですが、

こういう需給逼迫時には東京・東北でやった作業のときそうなんですが、やっぱり一番高い

値を想定しないと非常に今リスクがあるということで、このＨ１というのをとっております。

したがって、そうなりますと、今の見通しで九州さんの場合には予備率1.6しかなくなって

しまうという構図でございますので、これは通常発電所のリスク等を考えた8％以上、それ

から周波数変動等も勘案した最低水準の3％以上もその水準以下になっております。 

 こういう状況でございますので、これは九州の問題のみならず、実は今西日本シフトとい

うことで、東の供給力が弱い中で、西にシフトをする動きがございますので、需要は場合に

よってはこの昨年以上に増える。このＨ１でも想定が甘いのかもしれません。そういう状況
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でございます。したがって、これは西日本の問題のみならず、日本全体の東日本震災からの

復興と日本経済全体の再生に大きな支障になるおそれがあるということで、大変懸念をして

いる事態でございます。 

 次のページお願いします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 それで、この状態がずっと仮に続いたとすると、ということでございますが、御案内のと

おり13カ月で定検に入りますので、原子力は約１年ですべてとまってしまうという構造にな

ります。約5,000万キロワット弱の供給力が喪失をされるということになります。 

 これは、火力発電によってある程度代替可能、先ほど申し上げましたとおり、東京電力等

でやったように、眠っている老朽火力を立ち上げる等で、ある程度代替可能でありますが、

これが全部の電力でやれるわけではございません。仮にやれたとしても、ある程度やった範

囲でも当然追加的な燃料コストと、眠っている老朽火力ですので、脱落率というのは通常以

上に大きくなるということでございます。 

 ３枚目の欄、これは仮定の計算でございますが、すべてを火力発電で代替する、これは現

実には不可能でありますが、これで仮に代替するとして試算をしますと、本年度だけで1.4

兆円、東京、東北分を入れますと2.4兆円、平年度化しますと３兆円超の燃料コスト増にな

るということで、これは大変な燃料輸入増による国富の流出、国民負担増につながるという

ことが懸念されるわけでございます。 

 したがって、次のページをお願いします。 

〔ス ラ イ ド〕 

 産業界からは、こうした電力供給不安、電力コストの上昇が国内の投資抑制、今、日本の

復興のために産業活動、設備投資含め一生懸命やらなければならない中で大変な支障になる

と。さらには海外への流出を招くんではないかというのが相次いでおりまして、私どものほ

う一生懸命やらなければならないというふうに思っております。 

 １個前に戻していただいて、したがいまして、原子力といいますのは、総理がＧ８のサミ

ットでも表明されましたとおり、今４つの柱のうちの１つとして大変重要なエネルギー源で

ございます。まさにこの電力供給の観点からも重要でございます。国が責任を持って引き続

き取り組んでいくということでございますので、とりわけこの夏の電力需要の増大期を控え

まして、現在停止中の原子力発電所の再起動、これは電力需給の安定化、ひいては震災後の
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日本経済全体の復興と再生にとって不可欠だというふうに考えておりますので、再起動につ

きまして、立地地元の皆様の御理解と御協力をぜひともお願いしたいというふうに考えてご

ざいます。 

 以上でございます。 

○司会 

 ありがとうございました。 

 それでは、この件について、意見、御質問をお受けしたいんですが、時間もあまりありま

せん。10分以内にお願いをしたいと思います。 

○片岡農林水産商工本部副本部長 

 今、ことしの夏の電力需給の厳しさ、あるいは次々と定期的に止まった場合のコストの問

題、あるいは産業空洞化が目前だというような、そういう厳しい状況の話がありました。そ

ういった事態にならないために、国としてどういうふうに対策を打とうとされているのかと

いうところが、実はいま一つよくわからないというふうに感じております。 

 先だって5月31日に全国知事会で菅総理の発言もありましたが、ここに議事録がございま

すけれども、このように言われています。 

 「今後について、もちろん今回のことを踏まえての安全性をきちんとすることは必要であ

りますけれど、基本的にはそうした安全性が確認されているもの、あるいは今後確認される

ものについては、稼働して電力供給に当たっていただく。こういう基本的な態度で国として

は臨んでいきたいと思います」と。 

 稼働して電力供給に当たっていただくということで、何かこう他人事のようにも受け取れ

る発言でございました。責任を持って再開へ向けた国の強いメッセージというふうにはちょ

っと受け取れなかったわけでございます。 

 また、6月7日に夏の電力需要について問われた、記者会見で問われた海江田大臣の発言で

すけれども、「日本の経済にとって電力の供給は本当に大切だ。今年の夏、節電を徹底して

いただく。同時に、私どもは原発立地県、立地自治体に安心していただいて、原発を再起動

して電力の供給に万全を期していきたい」と、こういう発言になっております。何か再開が

前提ということでしか考えられていないのかというような、そういった素朴な疑問もわくわ

けなんですけれども、万一、こういった状態で再開が厳しいということになったときの具体

的な手だてといいますか、対策というのは、国として何か考えられているんでしょうか。 
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○横尾資源エネルギー庁電力・ガス事業部長 

 先ほど申し上げましたとおり、総理も大臣もあれでございます、先ほどの原子力、今年の

夏及びこの夏を越えた来年まで考えてみても、原子力が重要なエネルギーであるのは言うま

でもない、これが不可欠な要素でございます。大臣の御発言はですね、立地県、立地自治体

に安心いただいて、ぜひともこの再起動をお願いして、それをしないと、彼の、記者会見で

多分東京の聴衆を相手にしたのかもしれませんけれども、万全を期していきたいと、再起動

をして万全を期していきたいということで、これは不可欠の要素であります。従いまして、

震災後、緊急的に安全対策を原子力安全・保安院を通して、確認をして、さらに対策の全体

像を今回まとめたものでございますので、ぜひともその前提で御理解を賜りたいというふう

に考えております。 

○片岡農林水産商工本部副本部長 

 もう１点お尋ねしたいんですけれども、先ほど御説明ありましたけれども、火力発電によ

ってある程度代替可能であるというふうに書いてあります。このある程度の意味が私よくわ

からなかったんですが、例えば、夏まで、９月ぐらいまで大丈夫だということなのか、ある

いは今年の秋以降、どの辺まで大丈夫ということなのか、そこら辺の定量的な意味合いは何

かあるんでしょうか。 

○横尾資源エネルギー庁電力・ガス事業部長 

 先ほども申し上げましたが、ある程度って、ある程度の量を代替することが可能というこ

とで、それでも東京、東北はすべてを補うことはできないので、需給ギャップはマイナスに

なります。したがって、それが他の電力でもできるという保証はないし、九州電力の場合は

特にその余地は大変少ないというふうに承知をしております。そういう意味では、代替する

ことは大変厳しいということと、もう１つ燃料が確保できるかという、確保してもコストが

上がるという問題がありますが、これについては、いっとき天坊石連会長、マクロでは大丈

夫というふうに御発言をされたように承知しておりますが、あのとき私どもからデータを情

報提供した上から御発言をされているんですが、その前提は東京、東北、中部が原子力がと

まって火力に代替した前提での御発言なので、それ以上に原子力が止まった場合を前提にし

た御発言ではありませんので、この瞬間、マクロで大丈夫かどうか全くわかりません。仮に

マクロで大丈夫だとしても、個別の電力会社が適時、適切に燃料を調達できるかと、また別

問題でございますので、それも大変個別の企業がどういうふうに調達できるか。とりわけ九
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州さんの場合には、既に３月から火力で代替を一定程度されておりますし、もともと九州さ

んの場合にはほかの電力会社がつくられます石油の比率が低いんです。平均大体7.4％～6％

ぐらいに対して、九州さんは２％台でございますので、低い石油の比率の方が新たに追加的

に調達するというのは、他の電力会社以上に大変厳しいだろうと思います。そういうマクロ

の話と個別の話はまた別問題でございますので、内航船の調達等もありますので、大変厳し

い状態になるというふうに考えております。 

○片岡農林水産商工本部副本部長 

 今のお話なんですけれども、これは6月2日にありました県議会の原子力の安全対策の特別

委員会の参考人招致で質問があっていたんですけれども、今、個別の各電力事業者で確保で

きるかどうかというお話ありましたけれども、政府として、そういった重油の調達に対して、

何か具体的な、例えば、外交的なという意味合いでされているんでしょうか。対策をとられ

ているんでしょうか。 

○横尾資源エネルギー庁電力・ガス事業部長 

 これは個別の事業者で本当にそういう、まず原油の輸入自体の問題と、原油を国内で精製

する能力、それから、適時適切にできるかという問題でございます。そこは燃料の供給の問

題は、これはいずれにせよどういう事態があっても我々としては万全を期したいと思ってお

りますが、大変厳しい状況であることは間違いないので、そういう中でしっかり対応したい

というふうに思っております。 

○片岡農林水産商工本部副本部長 

 あと最後に１点ですけれども、原子力に批判的な立場の人たちから、これまでの最大電力

の推移を見ると、水力と火力の発電能力を超えたことはないということで、原発なしでも停

電することはないというようなこともいろいろ言われているようですけれども、こうした見

解についてはどのようにお考えでしょうか。 

○横尾資源エネルギー庁電力・ガス事業部長 

 水力と火力の設備能力を単純に足せば確かに多いんですが、火力はピーク時には100％稼

働できますけれども、ずっと持続して100％稼働できるわけではないですし、水力につきま

しては、もともと水の量に依存しますので、大体設備稼働率が５割から６割ぐらい、今年の

東京の想定も６割ぐらいしか稼働できないという想定になっております。 

 そういう意味では、単純に設備能力だけ足して足りているというのは、実態を見ていない
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議論だと思いますし、いずれにしろ、安定供給のためにはミックスをさせていかないといけ

ないということでありますので、単純な議論では安定供給は全く確保できないというふうに

考えております。 

○司会 

 ほかにありませんか。 

○司会 

 それでは、横尾部長、ありがとうございました。 

○横尾資源エネルギー庁電力・ガス事務部長 

 どうもありがとうございました。 

○司会 

 続きまして、九州電力のほうから、九州管内の電力需給について御説明をお願いしたいと

思います。 

 現在、九州では玄海原子力発電所の２号機、３号機、それから川内原子力発電所１号機が

停止中であります。こうした中で、九州管内の電力需給につきまして、九州電力の深堀副社

長さんから御説明をお願いしたいと思います。５分程度で説明をお願いいたします。 

○深堀九州電力株式会社代表取締役副社長 

 深堀でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 今日は、こういう場を設けていただきまして大変ありがとうございます。 

 早速、資料で、私どもの今年の夏の需給見通しについてお話しさせていただきます。 

 御案内のように、玄海の２号機、３号機、それから川内原子力の１号機が今定検で停止を

しておるわけでございますけれども、これが停止している間は、この原子力の部分を火力発

電所でかわって発電をするということになりますけれども、この場合、当然燃料が要るとい

うことで、この燃料の追加調達ということが大きな私たちの課題ということになってござい

ます。 

 先ほど、横尾部長のほうからもちょっとお話しありましたけれども、もともと火力、石炭、

石油、ＬＮＧございますけれども、ＬＮＧ合わせまして、石油換算量でいいますと、当初４

月から９月まで上半期の必要な燃料というのは170万キロリットルというふうに見ておりま

した。これが今回３台の原子力発電所が停止しているということで、さらに追加としまして

150万キロリットル、合計、４月から９月までに合計320万キロリットルということで、この
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追加の150万キロリットルというのはボリューム的に相当なものということで、大変重要な

課題ということで取り組んできております。 

 表のほうに書いてございますけれども、できるだけ４月、５月、夏場までの間の石油火力

の運転機会を少なくして燃料を温存するとか、そういった面も含めまして、燃料面、あるい

は設備面ほかでいろんな対策を実施してきております。 

 この中で、他電力会社からの応援融通の受電というのが書いてございますけれども、中部

電力さんから応援融通を５月からしていただいておったんですけれども、浜松がああいうこ

とになりまして、今現在中止してございます。また、逆に東京電力のほうに震災以降、私ど

ものほうから送電をしとったんですが、これも大変申しわけなかったんですけれども、今月

6月1日から中止をさせていただいておりまして、いろんな方策を最大限といいますか、供給

責任を果たすために取り組んできております。 

 若干、燃料の調達の状況についてお話しさせていただきますけれども、火力発電所の燃料

ですけれども、震災以降、全国的に燃料の需給が逼迫してきているわけですけれども、そう

いった中、３月から４月の間は石油の売り主さんが震災地のほうへ優先的に回すということ

で、私どもの調達が非常に困難になりました。５月に入りますと浜岡原子力の停止というこ

ともありまして、さらになかなか先行きが難しいということで、私どもも危機感を相当持ち

ました。 

 それで、燃料が私どもの必要とする量が調達できるかどうか、いろいろケースを調べてま

いりまして、できないという最悪のケースで、先月５月中ごろの時点で少し試算してみまし

た。７月、９月、夏場の夏季に必要な電力に対して、あとどれくらい燃料を確定していくの

か、数を確定していくか、そこの割合を電力量の割合で申し上げますと大体15％程度という

ことで、この15％というのが、報道のほうで節電要請、検討、あるいは節電要請という形で

出てきた部分でございます。 

 実はこういう報道もありまして、石油連盟とか、あるいは先ほどの資源エネルギー庁のほ

うでも、いろんなコメントが出ていまして、そういったこともありまして、少しずつ燃料調

達の見通しが立ち始めております。 

 資料に書いてございますように、今週いっぱいまでには何とか100万キロリットルの燃料

の確定ができるということで、究極で言いますと８月上旬までは確保できる見通しというふ

うに現在なっております。当然、今後も最大限の努力をしていかねばならないと思っており
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ます。 

 それで、少し節電と…… 

○司会 

 少し手短に説明をお願いいたします。 

○深堀九州電力株式会社代表取締役副社長 

 済みません。次の説明をします。 

 これは、下のほうにグラフをつけておりますけれども、右のほうですけれども、これは仮

に必要な燃料が全部調達できたという前提での需給の状況を示しておりますけれども、揚水、

石油、ＬＮＧ、こういったものがフル活用できるとした場合に、最大電力を59万キロ上回る

ということになります。需給ギャップは少し少ないんですけれども、上のほうにちょっと書

いておりますけれども、夏場、高気温によります電力需要の急増とか、あるいは電力供給設

備の故障、こういったところもリスクとして考えたりしてございまして、この3.5％という

供給予備率が通常8ないし10％ということになっておりますので、ここら辺もあわせて考え

ますと、やはり最大電力の需要を少し下げることも踏み込んでいかなきゃいけないなという

ことで、こういうふうな面からも節電をお願いしていかなきゃいけないなと思っています。 

 また、仮に原子力が全部復帰しましても、先ほど横尾部長のほうから説明ありましたけれ

ども、九州での燃料の使用量が少なくなりますし、電力的にも余裕ができますので、こうい

ったものを東のほうに支援ができるということになりますので、こういったことをあわせて、

お客様には節電をお願いしていこうかなということで、数値的なものにつきましては、９月

いっぱいまでの燃料のめどは何とか早いうちにつけて、そこの時点で少し、必要であれば数

値目標を出したいと思っていますけれども、今のところ一般的な節電をお願いしたいという

ことで、近いうちに新聞広告とか、そういったことを考えております。 

 以上でございます。 

○司会 

 はい、ありがとうございました。 

 この点につきまして質問があればお願いいたします。 

○片岡農林水産商工本部副本部長 

 １点だけお尋ねしたいと思いますけれども、供給予備力が夏、猛暑になった場合1.6とい

うことでございますけれども、過去の事例での見込み、最大時の事業見込みを超えた事例が
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あったのかどうか、あった場合はどの程度超えたのか、そういった点をちょっと御説明して

いただきたいと思うんですけれども。 

○深堀九州電力株式会社代表取締役副社長 

 いわゆる電気の使用量が計画を上回ったということで、この10年間で４回ほどあります。

一番大きいので平成18年ですけれども、ここが率にしますと5.3％上回りました。もちろん

供給予備量として8ないし10というのはキープできておりますので、その中で対応しており

ます。 

○片岡農林水産商工本部副本部長 

 それは九州全体だと思いますけれども、理由は何なんですか。 

○深堀九州電力株式会社代表取締役副社長 

 もうほとんど猛暑ですね。 

○片岡農林水産商工本部副本部長 

 猛暑ですか。 

○深堀九州電力株式会社代表取締役副社長 

 はい。一番猛暑ということで言いますと、計画に対して100万キロ、特に梅雨の間の急に

暑くなったとき、100万キロ朝の想定と違う実績が出たということになっております。 

○司会 

 ほかに御質問なければ、これで終わりたいと思います。 

 どうも黒木審議官、それから横尾部長、深堀副社長、大変お疲れさまでした。ありがとう

ございました。 

 


